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　明治以後、憲法を持つ国家として初めての「生前退位」による天皇代替わりが進行しつつある中で丸山さんは５つの問題を整理して語られましたが、私の印象に残った点を書いてみます。





憲法が予定しなかった代替わり





　日本国憲法は、第一章を「天皇」にあてています。その第二条に位置付けた「皇室典範」は「皇位継承」を定めていますが、「代替わり」については「第四条　天皇が崩じたときは、皇嗣が、直ちに即位する」とあるだけです。俗な言い方をすれば、「死に譲り」を決めてあるだけで、生きているうちの「隠居」「退職」にあたる「退位」は想定されていませんでした。


　天皇の１６年８月８日のビデオメッセージ「お気持ち」表明以降、政府は有識者会議・両院合同会議・専門家ヒアリングを行って、１８年６月９日「天皇の退位等に関する皇室典範特例法」を成立させました。退位が天皇個人の意志によるものであるならば、憲法の禁じる国政関与にあたるわけですし、といって８０歳を過ぎた天皇の「象徴としての務めを果たし難くなった」との引退願望への一般の共感を無視することもできなかったのでしょう。政府は、憲法と整合をはかる特例法によって生前退位を実現させようとしています。





憲法制定過程で生じた象徴天皇制のあいまいさ





　アジア太平洋戦争後の日本を規定した「ポツダム宣言（１９４５年７月２６日）」を読んでみると、「天皇」の語がありません。天皇を免責し、戦後の占領統治を進めた米国は、「日本国憲法」制定の過程で、日本を天皇主権の国から国民主権の国へと制度設計しようとしたということなのでしょう。


　丸山さんは、米国が日本国憲法に求めた基本は「明治憲法下の天皇制を復活させない」ということであり、それが天皇の政治権限を剥奪し、「国事行為」に限る「象徴天皇制」に具体化されたと述べました。こうして「象徴天皇制」は７０年を経てきたが、現実には天皇の「公的行為」や「おことば」、「関連行為」というものがあいまいなまま行われてきたという見方を語った丸山さんは、「私的感想」として、「英国王室並み」の皇室を考えたらどうだろうか」と言われました。


　これは私が年来思っていることと通じ合うと思いますので、私の「私的感想」を以下に書きます。





丸山さんの「私的感想」に答える私の「私的感想」





　天皇の憲法での位置づけは「象徴」ですが、税金を払うべきだし、個人として尊重され参政権も離婚も保障されるべきなのではないか。「天皇制」と天皇である個人とを分けて考えることは難しいことだけれど、「日本国憲法」が私たち国民に保障している基本的人権、居住・移転及び職業選択の自由、両性の合意のみに基く婚姻などを、天皇の子に生まれてしまった男子には認めない「皇室典範」は、違憲だと思います。「皇室に生まれた子には人権はない」というのは「○○の家・△△の血筋に生まれた者は差別を甘んじて受けよ」というのと同じで、あってはならない差別だと思っています。


　　（むらき数子・記）
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